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ヒートポンプ普及拡大による 
一次エネルギー削減効果について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ヒートポンプ普及拡大による一次エネルギー削減効果 
 

民生部門（家庭および業務部門）や産業部門の熱需要を賄っているボイラなどをヒート

ポンプ機器で代替した場合、一次エネルギー削減効果（括弧内は原油換算値）※2は 

 2020 年度：▲283 千 TJ（▲0.73 千万 kL） 

 2030 年度：▲697 千 TJ（▲1.80 千万 kL） 

 2040 年度：▲902 千 TJ（▲2.33 千万 kL） 
※2 いずれも 2012 年度比とし、各エネルギー消費量の熱量換算においては、省エネ法に基づき 

電気のみ一次エネルギー換算にて算定 
となりました。 

これは、2012 年度の一次エネルギー供給（運輸含む）に対し、少なくとも約 3.5%の削減

（2030 年度時点）を意味しており、ヒートポンプの普及拡大つまり熱利用分野の取り組み

だけで、非常に大きな省エネルギー効果が得られる結果となりました。 
 
また、2012 年度の国内最終エネルギー消費に与える影響※3は 
 

ヒートポンプ普及拡大によるエネルギー削減効果が最終エネルギー消費に与える影響 

 

 

 

 

 
※3 いずれも 2012 年度比とし、各エネルギー消費量の熱量換算においては、二次エネルギー換算にて算定 

と算定され、民生・産業部門全体の最終エネルギー消費に対し、8%以上（2030 年度時点）

の削減効果が見込まれます。 
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一般財団法人ヒートポンプ・蓄熱センター（東京都中央区、理事長：小宮山 宏）

は、省エネルギー・温暖化対策に大きく寄与し、欧州では再生可能エネルギー

利用機器とされるヒートポンプ・蓄熱システム※1の普及拡大に取り組んでおり

ますが、この度、2040 年度までのヒートポンプ機器の普及見通しを想定すると

ともに、普及拡大に伴う一次エネルギー削減効果を試算いたしましたので、そ

の結果をお知らせします。 

※1 ヒートポンプとは、空気など自然界に存在する「熱」を活用して冷暖房や給湯などに利用
する再生可能エネルギー利用技術で、従来の燃焼方式を代替することで地球温暖化防止に
寄与します。 
また、蓄熱システムを併用することにより、電気需要平準化時間帯の電力消費を抑制し、
需要側だけではなく供給側のニーズにも応じた運用（デマンドレスポンス等）などが可能
となります。 

2020年度 2030年度 2040年度

家庭用 ▲7.2% ▲19.2% ▲24.6%

業務用 ▲2.5% ▲6.8% ▲8.8%

産業用（農業含む） ▲2.9% ▲5.1% ▲5.4%

民生・産業計 ▲3.6% ▲8.2% ▲9.8%

総計（運輸含む） ▲2.8% ▲6.3% ▲7.6%



 

○ ヒートポンプ普及拡大に伴う一次エネルギー削減効果の内訳 

（対象年度・用途別） 
 
基準年度（2012 年度）に対し、ヒートポンプが普及拡大した場合の、業態別（家庭用・

業務用・産業用・農業用）および用途別（給湯・空調・加熱等）における一次エネルギー

換算での削減効果の内訳を以下に示します。 

基準年度（2012 年）に対する、業種別・用途別一次エネルギー削減効果の内訳 （単位：千 GJ/年） 

 2020 年 2030 年 2040 年 

家庭用 127,937 338,936 455,393 

 給湯機 57,230 145,194 188,300 

 エアコン 70,707 193,742 267,093 

業務用 64,889 174,495 231,891 

 給湯機 3,016 46,370 82,001 

 高効率空調 61,873 128,125 149,890 

  セントラル 49,296 98,660 110,901 

  ビルマルチ 12,577 29,465 38,989 

産業用 89,532 182,668 213,024 

 工場空調用 35,956 62,660 71,961 

 加温用 14,541 29,121 36,460 

 低温乾燥用 22,703 41,845 48,280 

 高温用 16,333 49,042 56,324 

農業用 396 1,190 1,362 

総計 282,754 697,289 901,670 

 

各業態や各用途で適用できるヒートポンプ機器の市場導入年や普及曲線の違いにより、

一次エネルギー削減効果が顕在化する時期は異なりますが、想定通りヒートポンプ機器の

普及が進めば大幅な省エネルギーを達成することが可能となります。 

 
なお、今回の試算における過年度検討からの主な変更点は以下の通りとなります。 
 基準年度を 2012 年度に変更 
（2012 年度からの削減量を算定） 
 2040 年度までの見通しに延長 
 ヒートポンプ機器の直近の導入状況を反映した普及曲線に修正 
 ヒートポンプ機器の直近の効率を加味した効率推移のもとで算定 
（一部の機器においては、期間効率（APF、年間給湯保温効率など）に変更） 
 家庭用エアコンおよび業務用ビルマルチについては、既存のヒートポンプ機器を最新
の機種に更新することによる効率向上に伴う省エネルギー効果も追加 

その他、需要想定やヒートポンプの普及率設定、算定など詳細な考え方については、下記

添付資料をご参照ください。 

添付資料：ヒートポンプ普及見通し調査 
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